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シャウプ勧告における租税体系の評価および批判
山 下 壽 文
1．はじめに
第2次世界大戦後（以下，戦後という）わが国の経済は破綻し，国民生活
は物資不足やインフレーション（以下，インフレという）により困窮を極め
ていた。また，わが国の財政は瀕死の状態であった。このような状況を解消
し，わが国の経済の自立化および国民生活の改善のために，連合国総司令部
（General Headquarters：GHQ）は種々の政策を講じた。
まず，GHQ は，わが国の経済や国民生活の破たんを招いた原因を取り除
くために，非軍事化・民主化政策を推し進める。非軍事化政策は，軍隊の武
装解除，軍需産業の民需産業への転換，公職追放，平和憲法の制定および平
和教育などにあらわれた。民主化政策は，弾圧立法の撤廃，政治犯の釈放，
財閥解体，警察改革．地方自治体改革，農地改革，労働改革および選挙制度
改革などに及んだ。
その後，ウィンストン・チャーチルの「鉄のカーテン」発言にみられるよ
うに東西冷戦がはじまると，上記のような政策にブレーキがかかり，わが国
が民主主義国家として自立するためには，経済の自立化が喫緊の課題とされ，
デトロイト銀行頭取 J・M・ドッジ最高財政顧問による経済改革が断行され
た。この経済改革と並んで，わが国の税制改革に大きな影響を与えたのがカー
ル・S・シャウプを団長とするシャウプ使節団である。
シャウプ使節団は，1949（昭和24）年に『日本税制報告書』および1950（昭
和25）年に『第2次日本税制報告書』を公表している1。これらの公表経緯，
内容および評価については，多くの先行研究があり，議論が尽くされている
感がある。にもかかわらず，あえてシャウプ勧告を取り上げるのは，これに
より1950（昭和25）年に税制改革（以下，シャウプ税制という）が行われ，
その後なし崩しにシャウプ勧告の理念が骨抜きにされたにもかかわらず，わ
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が国税制改革に際してシャウプ勧告の理念が話題となることから，シャウプ
税制がなし崩しに骨抜きにされた要因を再検証することは意味のあることと
考えたからである。
本稿では，まず，占領下のわが国の厳しい経済状況下においてシャウプ使
節団がわが国の税制改革になぜ影響力を行使できたのかを GHQ による占領
政策および間接統治との関連で検証する。次に，シャウプ勧告の租税体系を
明らかにし，それに対する経済界，官界および学界の評価および批判を整理
する。最後にシャウプ税制の崩壊の要因，シャウプ勧告の現代的意義につい
て考察する。ただし，本稿で取り上げるのは，シャウプ勧告のうち税務行政
に係るものを除く，税制全体である。税務行政のうち申告納税制度にともな
う青色申告制度および会計の役割については別稿において検討を行う。
2．占領下における政策決定の状況
戦後のわが国は GHQ により占領され自主独立を奪われた間接統治下に
あった。間接統治とは，占領軍が内閣，裁判所，あるいは各省の次官や局長
などのポストを握り，日本国民に直接命令を発して支配するのではなく，図
表1のように命令は一括して連合国最高司令官（Super Commander for the
Allied Powers：SCAP）が日本政府に出し，日本政府が責任をもってこの命
1 本稿でシャウプ勧告という場合，1949（昭和24）年の『日本税制報告書』を指す。シャ
ウプ勧告の翻訳作業について，「8月の終わりから4日間に渡って，毎日毎日，勧告文が
英文のペーパーでどんどん入ってきました。それをまず外務省の通訳をやっていた，赤谷
源一君という方が訳して素訳をつくり，大蔵省の分野ごとの担当者に届きました。私は法
人税と資産再評価を担当しておりましたが，税制上のテクニカル・タームについて訳語を
作り，最終的な訳をつくって，それを税制課長の原純夫さんに持っていく。それを原さん
が見直しては，取りまとめたものを，シャウプ博士のところへ持って行き，印刷に回して
あの勧告書をつくりあげました。（塩崎・北野［2005］，68‐69頁）という塩崎の証言があ
る。シャウプ勧告の序文において，「日本語への翻訳は，英文テキストの最終的修正が行
われている最中に，きわめて限られた時間内に行われたものである。くい違いが生じた場
合は英文によるべきである」と述べている。翻訳には，福田監修［1985］により新訳が出
ている。本稿では，シャウプ勧告の1949年の翻訳を基に新訳などを参考に加筆・修正を行
い引用している。
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監視 地方行政
機関（府県）
日本政府
????????????
令の施行を代行するという方式である。さらに，日本政府が占領政策を忠実
に履行しているかどうかをチェックするために，占領軍は各種レベルの軍政
本部と都道府県軍政部を置いた（竹前［1983］，54‐55頁）。
シャウプ使節団についていえば，L・H・モスがダグラス・マッカーサー
の要請を受け，人選を行っている。マッカーサーのわが国の税制への基本的
な考えは，シャウプによれば次のとおりである。
「マッカーサーは日本の課税制度の状態について明らかに憂慮していた。占
領が実行されて2年近くになるにもかかわらず，課税と徴税はまだ概して恣
意的に行われており，また占領軍が税収を日本政府の国庫に収める責任を
とっていた。米軍将校が日本の地区税務職員に対し，徴税額はいくら，ただ
し，徴税手段は問わない，というふうに命じていたのである。」「マッカーサー
は，歴史をひも解くと，国家の破滅は，常にとは言わないまでも，税制の非
能率が肯じて起きることが多いことがわかるとモスに述べた。日本は今でこ
そ，滅亡寸前のところにいるが，必要な措置を講じて2，30年もすれば，世
界有数の一大民主勢力になるであろう。そのため必要な措置には健全な税制
図表1 間接統治のしくみ
（出所）竹前［1983］，55頁。
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の創設とその実施が含まれる。さらに，日本を民主国家にしようとすれば（こ
れは元帥が最も熱心に掲げていた目的の一つであった。），地方政府を強化す
る必要がある。この目的のためには，都道府県並びに市に，より大きな財政
的な自立を与える。すなわち，独自のより強力な課税権を与える必要がある，
というのであった。」（Shoup［1987］，p．1，柴田他訳［1988］，12‐13頁）
シャウプは，マッカーサーと使節団の計画について話あった際に，マッカー
サーから「今までやったことがない課税手段を多く勧告して日本を実験台に
するような報告は困る。」（Shoup［1987］，p．3，柴田他訳［1988］，18‐19
頁）といわれただけで，特に具体的な示唆はなかったと述べている。
SCAP の下における GHQ の組織は図表2のように参謀部と幕僚部に分か
れ，参謀部はもともと軍の指揮機関で，幕僚部は占領行政を担当した。この
占領政策を担当した幕僚部のなかでシャウプ勧告と関わりの深い部局として，
民政局（Government Section：GS），経済科学局（Economic and Scientific
Section：ESS）および民間情報教育局（Civil Information and Education
Section：CIE）をあげることができる。
GS は，占領初期の憲法改正，警察改革，地方行政の地方分権化，選挙制
図表2 GHQ の組織図（1949年7月現在）
（出所）竹前［1983］，92頁。
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度改革などの民主化を担当した GHQ 内の中枢部局であった。主要な任務は，
SCAP に対して，政治行政のほか経済，社会，文化の全般的非軍事化・民主
化政策について助言することであった（竹前［1983］，107頁）。GS が行った
地方行政の地方分権化は，シャウプ勧告の地方税制における自主財源の確保
に反映される。
ESS の任務は，SCAP に対して，ポッダム宣言の諸条項を履行するために，
日本および朝鮮における経済，産業，財政，科学関係の政策について助言を
行うことであった。具体的には，労働組合の結成援助，経済復興，1ドル＝
360円の単一為替レートの決定，賠償，税制改革，日本経済の自立化（ドッ
ジ・プラン）などの一連の経済民主化政策を推進した。（竹前［1983］，111
頁）
ESS は，日本の税制改革に大きく関わる部局であり，租税関係担当の H・
シャベルはシャウプ税制前の税制改正に大きな役割を果している。ESS に
いた都留重人（東京商科大学一橋大学教授）は，平田敬一郎（主税局長）ほ
かの大蔵省の職員とともにシャウプ使節団の日本の租税制度の調査に協力し
ている2。このほか，前述のモスは ESS において歳入課が設置されるととも
に課長となり，わが国の税制改革に専心した。
また，ESS の W・G・ヘスラー（公認会計士），橋本雅義（GHQ 顧問）お
よび都留との関係で GHQ の顧問となった高橋正雄（九州大学教授・社会党
顧問）は，わが国の企業会計制度の確立に貢献をしている。このように，ESS
は，わが国の租税制度および会計制度の確立に多大なる貢献を行った。
CIE は，GS や ESS が政治，経済の非軍事化・民主化政策を担当したのに
対し，これらの制度を支える精神風土，教育，宗教などの文化的側面の非軍
事化・民主化を担当した。具体的に，マスコミ統制，政教分離（神道指令），
2 シャウプ勧告の序文において，ESS のマッカート少将，ESS 歳入課課長モス，大蔵大
臣池田勇人，平田敬一郎（主税局長），原純夫（税制課長），外務省の赤谷源一，学者では
汐見三郎，井藤半彌および都留重人の諸氏に対する謝辞が記されている。渡辺武の1949（昭
和24）年4月21日（火）の日記には，「○Moss 及 Cohen より Shoup の相手をする日本人
に付相談あり。（1）永田，汐見〔三郎〕，井藤〔半彌〕，都留氏等は司令部側で委嘱する
こととす。（2）Shoup との連絡役には鈴木源吾氏を充てる。」（大蔵省財政史資料室［1983］，
316頁）とある。
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6・3・3制，教育委員会制度，教科書検定，社会科の導入など教育改革を
指導した。（竹前［1983］，115頁） 税制改革との関係では，CIE は租税・
会計教育を担った。
戦後の GS および ESS による非軍事化・民主化政策は，アメリカなどの
自由主義国とソ連（当時）などの社会主義国との対立がはじまる時期になる
と一段落し，逆に民主化運動や労働運動などへの抑制がみられるようになる。
米ソ対立による冷戦は1949（昭和24）年に中華人民共和国が成立し，翌1950
（昭和25）年に朝鮮戦争が勃発すると決定的となる。また，マッカーサーと
ワシントンのアメリカ政府との対立が起こり，アメリカ政府より派遣された
ドッジ使節団により統制経済から自由経済への政策転換が生じ，わが国が反
共防波堤の役割を担うことになると，マッカーサー率いる GHQ とわが国の
内閣との関係に微妙な変化をもたらすことになる。
このような時期にマッカーサーにより要請されたシャウプ使節団による勧
告が公表された。
3．シャウプ勧告における税制改革の理念およびそのポイント
戦後のわが国の経済的かつ政治的状況は，GHQ のイニシアティブによっ
て制度改革（民主化）が推進され3，財政面における憲法，財政法，地方自
治法，地方財政法といった基本制度や個々の GHQ の改革政策が租税制度に
も重要な影響を及ぼした。また，この時期は経済の著しい混乱期であり，特
にドッジ・ライン前の激しいインフレは，徴税機構の麻痺と相まって租税制
度に強い衝撃を与えた（佐藤・宮島［1979］，2頁）。
このような状況の下で公表されたシャウプ勧告の構成と租税理論との関係
を示すと，図表3のとおりである。
シャウプ勧告は，財政均衡主義，負担の公平，経済政策および GHQ の民
主化政策を強く意識したものである。負担の公平は，税法の規定の公平と税
3 雨宮［2008］は，わが国において民主化の素地があり，GHQ によらなければ民主化は
できなかったという通説に異論を唱える。本稿では，雨宮［2008］の見解は採らない。
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務行政面での公平からなる。税法の規定においては．納税者の税負担能力に
応じた直接税中心の税収への転換により負担の公平がはかられた。これにつ
いて，シャウプ勧告は次のように述べる。
「直接国税とは，個人所得税，法人税および相続税，贈与税である。煙草の
専売益金を含むその他の国税は，すべて間接税とみてよい。地方税について
はその分類はより困難であるが，住民税は全く直接税と考えてよいであろう。
また家屋税，地租および事業税は，半ば直接税であり半ば間接税と考えてよ
い。」「その他の地方税は，僅少の例外を除いては，すべて間接税と考えてよ
い。かかる分類の下にあっては，日本の歳入総額7，800億円の約2分の1
（51％）が直接税からの収入である。国税における直接税の比率は，54％，
地方のそれは37％である。全租税体系における，この50対50の比率は，特に
注目すべきものではない。」「直接税の分野における最大の相違は，法人税に
関するものである。日本における1949－50会計年度の徴収額は，恐らく500
億円程度であり，換言すれば税収総額の6％に過ぎない。一方1947年に米国
では連邦および州の法人税収入は税収総額の19％に達している。」（THE
SHOUP MISSION［1949］，p．10）
納税者の税負担能力に応じた直接税中心への転換は，次のように勧告され
た。⑴所得税について，家所得から個人所得へと切り替え，累進課税の最高
図表3 シャウプ勧告の構成と租税理論
構 成
租税理論
取り扱う部分 目 次 内 容
国家および地方財政の全般 第1章～第2章，付録 A
①納税者主権主義・財政民主主義
②直接税中心主義
③地方自治・地方税重視
租 税 理 念
国 税 第4章～第10章，付録 BC
①所得税中心の税制
②法人擬制説
③間接税の廃止
④地方独立主義
租 税 制 度
地 方 税 第11章～第13章
国 ・ 地 方 税 ----------------- 短期的な施策 経済政策的租税政策
税 務 行 政 第14章，付録 D
①徴税機構の効率化
②納税申告制度
（出所）林［1999］，21‐22頁より作成（一部加筆修正）。
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税率を引き下げ，全体として減税とする。一方で，富裕層には資産に対して
資産再評価税を課し，有価証券譲渡益にも課税を行う。⑵法人税については，
法人擬制説を採用し，35％の比例税率とし，受取配当所得控除を設け，清算
所得税を廃止する。⑶贈与税や相続税については，財閥などへの富の集中を
防ぐため最高税率を高くする。公益団体への寄付については免税とした。
間接税について，酒税，関税などを除き，生活必需品への課税を廃止する
ことで庶民レベルの税負担の軽減をはかった。
所得税などの直接税中心主義を採るシャウプ勧告は，納税者の納税の便宜
のために税法は簡素であるべきであるとしながら，負担の公平のために，複
雑な税法になることもあると示唆している（THE SHOUP MISSION［1949］，
p．18）。
税務行政面での負担の公平は，申告納税制度の導入により遂行され，その
促進のために青色申告制度が採用された。記帳と自主計算の慣行を定着させ
るために納税者による申告制を導入することで納税の意識付けを求め，税務
当局による更正決定に際しては記帳された帳簿に基づき行われることとした。
なお，税務行政の効率化は徴税当局の問題であり，シャウプ勧告では具体的
には取り上げられていない。
さらに，地方自治体の独立性の強化のため，国からの交付金の一方的な決
定を排除し，固定資産税を地方税に導入するなど地方自治体の税源の拡充と
独立性の強化をはかった。これらの改革は，シャウプ勧告の次の見解にみら
れるように GHQ の民主化政策と強く結びついている。
「われわれの改革案は2つの事実から出発している。第1は，地方自治とい
うことは，占領軍および日本政府の窮極目的の一つとして宣言されている事
実である。第2に，現在のところ，地方自治はきわめて未熟な段階にあり，
地方団体の財政力を強化し，これとともに，富裕地方と貧困地方間の財政力
を更に均等化することなくしては，地方自治の完成を望むことはきわめて困
難である，という事実である。」「地方自治の進歩を望むならば，地方団体が
このため必要とする追加財源を算出しなくては，勧告は有効なものだとはい
えない。」（THE SHOUP MISSION［1949］，p21．）
このようの観点からなされたシャウプ勧告における税制改革のポイントを
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まとめると，図表4のとおりである。
シャウプ勧告の実施について後述のように政界，官界および産業界などの
強い懸念があったにもかかわらずシャウプ税制としてわが国の税制改革に導
入されたのは，1949（昭和24）年9月15日付の吉田首相宛のマッカーサー書
簡にある4。その内容は次のとおりである，
図表4 シャウプ勧告における税制改革のポイント
○ 税制全体 個人および法人に対する所得税を中心に構成
直接税
国 税
法人税
・法人擬制説の採用による低率法人課税（35％の比例税率）
・清算所得税の廃止→精算分配金が株主に配当されたときに
一部配当金，一部譲渡所得として課税
・超過所得税の廃止
・法人積立金に対する1％課税（同族会社6％）
・租税特別措置の廃止
所得税
・法人擬制説の採用による受取配当所得控除（25％）
・支払配当に対する20％の源泉課税廃止，支払利子に対する
20％の源泉課税
・勤労所得と少額事業所得の負担の公平化
・累進課税の採用（最高税率85％から55％へ）
・富裕税の新設（5，000万円以上の資産に0．3％～3％の税率）
・キャピタル・ゲインへの全額課税，キャピタル・ロスの全
額控除
・資産再評価税（税率6％）の創設
・租税特別措置の廃止
相続税
贈与税
相続税と贈与税を統合した累積的課税方式の相続税を新設
地方税
府 県
事業税（取引高税は企業経営の段階が異なるにしたがい負担
に開きが生じるので廃止），附加価値税の導入
市町村 住民税，不動産税
間接税
極力縮小すべきで，タバコ消費税および酒税など奢侈的商品
に課税。織物消費税，砂糖消費税は廃止。物品税存続。この
ほか，地方税は遊興飲食税および入場税を中心とする。これ
らは比較的必需品ではない
＊適当に各団体に区分して課税権を認める
○ 租税行政 税務行政の効率化および申告納税制度の導入
（出所）THE SHOUP MISSION［1949］により作成。
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総理大臣殿
私はここにカール・シャウプ博士およびその使節団員の労作による日本国
税に関する報告を送る。シャウプ使節団一行は，私の招請によって来日し，
さらに均衡を得た租税制度確立に役立つ勧告をするため現在の日本税制の総
合的調査を行った。この使節団はあらゆる職業に従事している納税者と会談
し，あるいはまた農業方面の多種多様な業績を調査して4ヶ月にわたり熱心
に検討した結果この報告大綱を完成したが，この中に盛られた数々の勧告は
必ずや日本の国家ならびに地方財政を健全な基礎の上に打ち建てることに大
いに役立つであろう。私は日本政府が，シャウプ博士勧告に述べられた広範
な諸目標の実現にふさわしい政策を立案し，日本国会に十分時間的余裕を与
えて互に関係のある財政と安定の諸政策と本政策を同時に検討せしめ，一般
国民に出来るだけ早く健全な予算制度の利益を与えるであろうことを確信す
る。
敬具
ダグラス・マッカーサー
これに対する吉田首相の1949（昭和24）年9月16日付のマッカーサー宛の
返礼は次のとおりである。
連合国司令官閣下
昨日の閣下よりの御書簡並びにカール・シャウプ博士とその使節団の手に
なる日本税制の報告書は確かに受領しました。
該勧告書は実に日本財政史上に一新紀元を画する記念塔たるべき大文字で
あります。私は書中の勧告は抽出的に採択されるべきではなく，これを全体
として取り入れて初めてシャウプ博士の意図されるような合理的にして公正
なる税制の基礎たりうるものになることを十分に了承しております。
ゆえに政府はこの事実を念頭において勧告を検討した上妥当なる税制案を
作成し，これを来る国会に呈出する所存であります。この機会に政府に代わ
4 本書簡および吉田首相の返礼は，袖井編訳［2000］による。
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り，シャウプ使節団の多大なるご苦労に対し，かつ閣下がわが国民福祉のた
めに絶えず賜るご配慮に対して深厚なる謝意を表します。
敬具
吉田 茂
吉田［1957］は，ドッジ・ラインによる緊縮財政で国民の減税が認められ
ず，シャウプ使節団に減税の期待をしていたが，期待に反し減税が小規模で
あったことを記している。それでも，取引高税の廃止とか所得税の軽減とか
政府が期待していた点は盛られていたのでドッジ氏や GHQ を牽制する意味
を含めて勧告を受け入れて実施に移したいという総理大臣声明を出している
（吉田［1957］（第2巻），223頁）。それはともかく，占領下の間接統治下で
は，指令ではなくマッカーサー書簡という形とはいえ，シャウプ勧告の実施
を求められた日本政府にこれを拒絶することはできなかった。これは，シャ
ウプ税制の崩壊の要因の1つとなる。
4．シャウプ勧告における租税理念の評価および批判
竹前・中村監修／永廣顕解説・訳［2000］5によれば，GHQ/SCAP のシャ
ウプ勧告の特徴は，次のとおりである。
「シャウプの計画は，民主主義的税制として認識された原則に基づいていた。
すなわち，最大限の公平性，応能原則，応益原則，最適な公正性，広範囲に
わたる分配，直接的で認識可能な租税の最大限の利用，民主主義的な納悦，
財政上の清廉性，簡素性，効率性，経済変動に対する十分な税収と感度，で
あった。」（竹前・中村監修／永廣顕解説・訳［2000］，79頁。）
シャウプ勧告は，GHQ の民主化政策の所産であり，公平な課税に基づく
民主的税制の勧告であった。また，シャウプ勧告の内容は，租税理論の確立
5 この『GHQ 日本占領史』シリーズの各巻は，連合国最高司令官総司令部が編纂した英
文タイプの歴史論文（原題“History of he Non-military Activities of the Occupation of Japan，
1945－1951”）を基に1990年に編集・復刻された『ロ本占領 GHQ 正史』（全55巻，日本図
書センター刊）を底本とし，翻訳したものである。
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のみならず，当時のインフレなどにより疲弊したわが国の経済状況を配慮し
た租税政策を含む広範囲に及んでいる。よって，その評価はどの部分に重点
を置くかによって見解が分かれる。
汐見三郎（当協会会長・京都大学教授）は，日本租税研究協会6の創立総
会の挨拶において，シャウプ勧告について「10年前に書いた自分の所説，又
1年前に書いたヴックリー博士の所説を織り込んだ理想的な税制で」，「世界
で最も進歩した税制と思って居ります。ただ，国内及び国際間の情勢と睨み
合して，よくこの理想が日本の国内に育つようにして行くことが大切であり
ます」（日本租税研究協会編［1950］，16‐17頁）と述べている。
井藤半彌（一橋大学東京商科大学教授）は，わが国が採っている大陸式の
租税制度は理論上不当とはいえず，日本の在来の租税制度は必ずしも時代お
くれのものだと思えない（日本租税研究協会編［1950］，25頁）と，シャウ
プ勧告に批判的立場を採っている。
松宮 隆（弁護士）は，シャウプ勧告の直接税中心主義が「日本の現在の
ような納税の低調なときに於て，果たして円滑に行われるかどうか」（日本
租税研究協会編［1950］，25頁）と疑問を投げかけている。また，地方自治・
地方税重視の勧告について，木村清司（名古屋市財政顧問）は，「アメリカ
と国情の違う日本に於て市町村ごとに府県にそういう意味の独立性を急激に
与えること」は再考の余地があるとし，わが国では「明治以来国と地方が一
体となり行って」（日本租税研究協会編［1950］，28頁）うまく機能してきた
6 シャウプ使節団の来日を機会に，日本租税研究協会が純民間の租税研究団体として学界，
財界および法曹界の協力と関係官庁の協賛とによって創立され，1949（昭和24）年11月9
日に創立総会が開催された。創立総会は，「所得税部会」，「法人税部会」，「府県税（附加
価値税）部会」，「市町村税（固定資産税）部会」，「資産再評価部会」および「税法及び税
務部会」の分科会にわかれ，シャウプ勧告の検討を行った。ここでは，これらの部会の議
論を通じてシャウプ勧告の評価と批判について考察する。日本租税研究協会は，この後も
シャウプ勧告についてたびたび議論を行っている。日本租税研究協会編［1983］では，金
子宏を中心とする学者グループの研究成果が公表されている。なお，シャウプ勧告の相続
税・贈与税の遺産課税から取得者課税への提案ついては，本稿では取り上げない。取得者
課税については徴税技術上困難があるとのことで大蔵省では評判が悪く，結果的には遺産
課税に戻ることになる。
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ことを示唆している。
これらの挨拶や報告は，シャウプ勧告は租税制度としては理論的に優れて
いるが，当時の日本経済の現状やこれまでの国情を考えると受け入れ態勢が
十分でないという見解とシャウプ勧告がいうようにわが国の旧来の租税制度
は必ずしも時代遅れとはいえないという見解を示している。
当時の日本経済の現状からシャウプ勧告による税制改正の困難性を主張す
る見解は，日本租税研究協会編［1950］の全体をとおしてみられる議論であ
る。そこには，シャウプ勧告は租税理念に偏重している，つまり理論倒れと
いう観念が見え隠れする。
そのシャウプ勧告における税制改革の理念は，次のように要約できる。
「シャウプ勧告は，特別な経済政策的要請を可能な限り租税制度から排除し，
租税制度の体系性，税務行政の改善，地方行財政制度の改革を重視したので
ある。この意味において，シャウプ勧告はまさに租税制度における戦後改革
の到達点であった。」「シャウプ勧告における租税制度の体系性（もちろん，
これらを生み出した基本理念にも多くの問題がある）は，」「特別の経済政策
的要請の排除，税務行政および納税協力の確立，地方自治強化のための地方
行政制度の改革という三本柱に支えられて成立していたのである。したがっ
て，シャウプ勧告の運命は，わが国の土壌にこの三本柱がしっかり打ち込ま
れるか否かにかかっていたといってよい。」（佐藤・宮島［1979］，2‐3頁）
林［1974］，畠山［1975］，吉岡他［1984］，塩崎・北野（対談）［2005］，
北野［2008］，石［2008］および金子［2010］などシャウプ勧告の評価に相
違はあっても，シャウプ勧告の税制改革の理念を負担の公平（公平課税の原
則），租税制度の体系性，税務行政の民主化・合理化および地方自治・地方
税重視とすることに異論はみられない。
ただし，シャウプ税制成立後，佐藤・宮島［1979］のいう特別の経済政策
的要請の排除（例えば租税特別措置）や地方自治強化のための地方行政制度
の改革の三本柱のうち二本の柱はなし崩しに骨抜きになる。それは，1952（昭
和27）年にサンフランシスコ講和の後，GHQ の占領が終了し独立を回復す
るとその流れは加速化する。このことは，GHQ による間接統治がわが国の
政策過程でいかに重きをなしていたかを示すものである。特に GHQ に頭を
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押さえられていた各省庁の官僚は，占領が終了し GHQ という重しがはずれ
ると，時の政府とともに GHQ 政策の是正にまい進したということができる7。
その是正には，「戦前の法理念から脱却できない日本の有力立法関係者がシャ
ウプ勧告の根底にあった税制の基本理念を意識的にまたは無意識的に容易に
受け入れないことにあった」（柴田［2008］，67頁）という側面も見逃すこと
はできない。
これに対し，もう一つの柱である公平負担の理念による税務行政および納
税協力の確立は，比較的その後も継承されている。
シャウプ勧告に対しては，「最も進歩した近代的租税制度を目指したもの」
であるが，負担の公平という社会政策目的と資本の蓄積や企業活動の助長と
いう経済政策目的は，「必らずしも一致するものではなく，むしろ対立関係
にあり，両者を併行して実現することは決して容易なことではない。シャウ
プ勧告では，資本蓄積，企業活動の助長に重点をおき，負担の公平化は第二
次的に取扱われていた傾向がある」（井手［1955］，165頁）との主張もある。
鈴木武雄は，日本租税研究協会第1回大会において，ドッジ・ラインが直接
的な強制による資本蓄積の方法をとったのに対し，シャウプ勧告は税金をつ
うじた資本蓄積の方法をとった（日本租税研究協会編［1950］，46‐47頁）と
述べている。また加藤［1964］および和田［1970］もシャウプ勧告の目的が
資本蓄積にあり，その後のわが国の税制改革に継承されていると主張してい
る。
7 政府としては「要はできるだけ占領政策に協力することである。しかし時には先方の思
い違いがあったり，またわが国の国情に副わないようなことがあったりした場合には，出
来るだけわが法の事情を解明して，先方の説得に努めたものである。そしてそれでもなお
先方の言分通りに事が決定してしまった以上は，これに対応し，時来って，その誤りや行
き過ぎを是正し得るのを待つという態度たったのである」（吉田［1957］（第1巻），117
頁）という。GHQ とのこれらの交渉については，袖井編訳［2000］の吉田＝マッカーサー
書簡に詳しい。なお，大蔵省財政史室編［1985］の渡辺武日記には GHQ との交渉の様子
が生々しく綴られている。また，「占領軍の指示に反したとか，協調的でないとうことや，
その他日本人同士の反対者からの密告，中傷に動かされて，軍政担当官の一存で，罷免を
命じられた例も多かったらしく，そのために惜しい人物が職を去らねばならなくなったと
いう気の毒な例がかなりあったように聞いた」（吉田［1957］（第2巻），93頁）と伝聞が
披露されている。
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負担の公平という社会政策目的と資本の蓄積や企業活動の助長という経済
政策目的が対立関係にあるかどうかはともかく，平田［1949］によれば，シャ
ウプ勧告は，「戦後の経済復興に資本蓄積が重要であり，かつ，事実の公正
な基盤に立つて，生産活動を旺盛ならしめるということが，何よりも必要で
ある，という点が，特に重視されていることが見受けられる」（平田［1949］，
14頁）と述べる。しかし，この見解には，井手［1955］とは異なり，負担の
公平という社会政策目的と資本の蓄積や企業活動の助長という経済政策目的
の協調が意図されている8。
これに対しては，林［1974］は，シャウプ勧告が資本蓄積の促進よりも負
担の公平化を中軸としていたと主張している。畠山［1975］，吉岡他［1984］，
石［2008］および金子［2010］など多くの論者がこの見解に立っていると思
われる。
負担の公平については，「公平」とは何かが問題となる。財政学（租税論）
でよく使われるのは，垂直的公平と水平的公平という概念である。政府税制
調査会［2000］「21世紀に向けた国民の参加と選択」（8月）では，「垂直的
公平とは，負担の能力の大きい人にはより大きな負担をしてもらうというこ
と」で，水平的公平とは「等しい負担能力のある人には等しい負担を求める」
ことと定義している。垂直的公平というのはシャウプ勧告のいう累進的負担
を指しており比較的簡単に理解できるが，水平的公平は判ったようで実は判
らない定義である（谷山［2005］，53頁）。また，「公平」の概念も時代とと
もに変化しており，シャウプ勧告のいう「公平」と消費税導入時において主
張された「公平」にはニュアンスの相違がある。それは，応能負担の原則か
応益負担の原則かによりも違ってくる。
8 シャウプ勧告に関する平田の発言を拾ってみると次のとおりである。「所得税の減税が
少ないのにがっかりした記憶があります。」「シャウプ勧告は，所得税と法人税の基本に関
して功績大である。」「シャウプさん自体は，どっちかというと，負担の公平を相当重視し
たつもりでいた。」（平田・忠・泉共編［1979］（上），397頁，403頁および434頁）
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5．シャウプ勧告における所得税制の評価および批判
シャウプ勧告の所得税制について，日本租税研究協会第1回大会の「所得
税部会」の議論を取り上げると次のとおりである。
大矢半次郎（農林中央金庫副理事長）は，「英米の如く資本主義が非常に
発達し，経済力が充実しているところにおいてはじめて所得税中心の税制は，
その効果を発揮するものでありまして，日本の現段階においてそこまで突き
進むのは時期尚早ではなかろうかと存ずるのであります」（日本租税研究協
会編［1950］，39頁）とシャウプ勧告の実施に慎重な意見を述べている。
大矢はこのような慎重な意見を述べた後，日本の現状に一致しない勧告と
して，利子所得に対する課税と配当所得に対する課税の差別化をあげる。シャ
ウプ勧告では，直接投資による資金調達を推進するために利子所得に比べ配
当所得の優遇措置を講じる。しかし，当時の日本は証券市場が未発達であり，
資金調達を間接金融に頼らざるを得ない状況である。そこで，「配当所得に
源泉課税を廃し，利子所得に20％の源泉課税は差別であり，両者に源泉課税
を廃すべきである。」（日本租税研究協会編［1950］，43頁）と主張する。
しかし，大矢は所得税が良税であることに異議を唱えているわけではない。
所得税が良税である理由を次のように述べている（日本租税研究協会編
［1950］，58‐59頁）。
⑴ 国民各人の支払能力，負担能力に一番応じる課税である。
⑵ 好景気時に増収となり歳出増，逆に不景気時に減収となり歳出赤字とな
るので，どのような経済政策をとるべきか判断する観点から望ましい。
⑶ 税をいくら払い，それが国や地方公共団体でいかに使われているか知る
ことができ，民主主義の政治形態において望ましい。
とはいえ，シャウプ勧告には，上述の利子所得の源泉課税のほか次のよう
な問題点が指摘される（日本租税研究協会編［1950］，65‐67頁）。
⑴ 基礎控除と扶養控除が最近の国民生活の現状と財政の状況などから妥当
であるか。
⑵ 勤労控除が2割5分から1割に調整されているが，勤労者と少額事業者
のバランスから妥当であるか。
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⑶ 日本の所得構成からして，30万円を超える場合の55％の最高税率の適用
は妥当か。最高税率の所得金額をもう少し上において良いのではないか。
⑷ 55％の税率に富裕税を課して課税すると実施が困難である。税率をある
程度緩和する必要がある。勤労所得と事業所得への高率課税は勤労意欲を阻
害し，望ましくない。
⑸ 課税の公平の観点から徴税技術を実行不可能かつ実行を著しく煩雑なら
しめるのは適当でない。
松隈秀雄（中央酒類社長）は，シャウプ勧告は安定した経済の下における
税制で実際に適応しない点が出てくると危惧する。ドッジ・ラインによりイ
ンフレは収束しつつあるとはいえ，国民の生活は苦しく税負担が重い，また
戦後道徳方面が弛緩し，国民の遵法観念が衰えて税法を守る方面の観念が良
好でない状態において，「直接税中心主義で行って間接税又は流通税のよう
な煩雑な税は洗い落として進むということは一つの理想でありますけれども，
現在の国民経済あるいは国民生活の状況から行きますとこの点にも随分疑問
がある訳であります」（日本租税研究協会編［1950］，70‐72頁）と自重を求
める。
道徳的退廃の面から直接税中心主義への懸念は，当時の時代背景を示すも
のである。その状況は理解できるが，それに対応した経過措置を採ることは，
シャウプ勧告の基本租税理念からすれば受け入れがたいと考えられる。
また，シャウプ勧告では，「会社というものは，株主の利益獲得の手段に
すぎない」と考える法人擬制説を採用して法人税率を35％とし，株主の配当
所得に軽減税率を適用している。これにより，「法人と個人間の二重課税が
完全に調整されているかどうかは疑わしい。この場合，わが国の経済状況に
鑑み，法人税率35％が適切かどうかについては，産業界ではもう少し軽減す
べき」（日本租税研究協会編［1950］，105頁）と主張している。
控除額をいくらにするかとか，税率をいくらにするかどうかは程度の問題
であり，経済政策とも関連する。したがって，負担の公平に基づく直接税中
心主義による所得税の累進的総合課税の根幹を揺るがさない限り，修正の余
地がある。現にシャウプ税制では，税率など修正が行われている。
ショウプ勧告を負担の公平により体系化された租税理論としてではなく，
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資本の蓄積や企業活動の助長という経済政策目的の租税論としてみると，
シャウプ勧告の所得税制は次のように解釈される（平田［1949b］，14頁）。
⑴ 従来の累進最高税率85％から課税所得30万円超を最高税率55％としたこ
とは，所得税を差し引いて45％は残ることになる。累進課税の緩和にともな
い，富の集中を防ぐために富裕税が課せられるがこれは負担になると思われ
るが，所得の構成からみると，30万円以上の8割前後は事業による事業所得
であり，累進課税の緩和は事業活動に対する相当な刺激となると考えられる。
⑵ 勤労所得における勤労控除が25％から10％に改められたことは，事業所
得と勤労所得の間にあった差別が縮められことになり，家族の多い少額事業
所得者の負担の軽減に繋がっている。これも事業活動を活性化する要因とな
り得る。
高額所得者・資産家優遇および大衆課税強化という観点から，シャウプ勧
告の所得税構造は次のように批判される（北野［2008］，15‐16頁）。
⑴ 課税所得30万円超を最高税率55％としたことは，それ以上の所得は比例
課税となり，富裕税を課したとしても高所得者・資産家優遇であることは否
定できない。配当控除の導入は，高額所得者層の負担を不当に軽減する。こ
のことは，法人擬制説的論理に基づく所得課税の「合理性」自体が大企業・
高額所得者および資産家への課税構造が優位であることを示している。この
ように，シャウプ勧告の公平負担の基本理念から導き出された個人所得税の
総合課税は，高額所得者層の総合負担を異常に低くする役割を果たしている。
⑵ 勤労控除の引き下げ（従来の25％・最高3万7，500円から10％・最高2
万円へ），扶養控除の税額控除から所得控除への変更は，大衆課税強化とな
る。
キャピタル・ゲインへの全額課税やキャピタル・ロスの全額控除による徹
底した個人所得課税の総合課税主義体系を提唱するシャウプ勧告は，「その
前提となる法人所得課税に関する諸言を含めて検討すると，あたかも数字の
方程式のような透徹した論理構造」（北野［2008］，17頁）であるかのように
みえる。しかし，その実態は，高額所得者層への優遇，大衆課税強化である。
このような結果は，ショウプ勧告が意図したものか，それとも結果的にそ
うなったのか，結果的にそうなるシャウプ勧告の租税理論自体に問題がある
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のかのいずれの立場を採るかにより解釈が異なる。この点を明らかにするた
めには，さらに論議を深める必要がある。
6．シャウプ勧告における法人税制の評価および批判
日本租税研究協会第1回大会の「法人税部会」において，原吉平（大日本
紡績株式会社社長）は，シャウプ勧告による法人税制改革のポイントについ
て，第1に「法人はある事業を遂行するために集まった個人の集団であると
いう考え方を徹底させて，個人企業と法人企業の間の税負担の不均衡を是正
せんと」し，第2に「インフレにおける架空利益に対する課税の誤謬を訂正」
（日本租税研究協会編［1950］，87‐88頁）することであったと主張している。
前者によれば，法人と個人株主間の二重課税の調整，清算所得に対する法人
税・超過所得税の廃止，法人相互間の配当所得税の免税，法人税の比例税率
（35％），分配留保所得の累積額に対する1％課税などが勧告される。後者
では，固定資産の再評価，棚卸資産の会計処理方法の多様化，および価格差
益金の廃止などが勧告される。
資産再評価の問題は後述するとして，ここでは法人擬制説の採用による法
人税制の特徴についての見解を整理する。
従来，わが国はアメリカやドイツと同じく法人と個人は別個の課税主体で
あって，法人の所得に対しては法人税が，法人から株主への配当に対しては
所得税が課せられた。これについては，経済界や学界において相当批判があ
り，この批判の上に立って，法人擬制説が勧告されたと考えられる（平田
［1949a］，14‐15頁）。
つまり，アメリカで採用されていない法人擬制説がわが国で勧告されたと
いうことになる。このことは，シャウプ勧告がアメリカの税制をそのままわ
が国に導入したのではなく，シャウプ使節団のメンバーが正しいと考える租
税理論をわが国において実現しようとしたといえる。
シャウプ勧告では，法人擬制説に基づき法人課税に比例税率を提案する。
その理由として，⑴法人税率が個人所得税の前取りであること，⑵累進課税
率により法人から投資に向かうべき収益を課税により妨げることは好ましく
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ないこと，などがあげられる（金子［2010］，32頁）。
法人税率が35％で配当所得控除が25％という提案には，シャウプ勧告の負
担の公平がある。つまり，事業所得者との負担の公平が配慮されている。シャ
ウプ勧告の試算によれば次のとおりである。
個人事業所得が10万円の場合の所得税額は，所得税率を53％とすると10万
円×53％で5万3，000円である。一方，法人企業の純所得が100万円で株主が
10人からなる法人企業の場合は株主1人当たりの所得は課税前で10万円にな
る。法人税は100万円×35％で35万円，1人当たり株主の負担は3万5，000円，
残りを配当に回したとすれば，所得税額は6万5，000円×53％で3万4，450円，
配当の税額控除は1人当たり6万5，000円×25％で1万6，250円，所得税額か
ら配当所得控除を差し引くと1万8，200円，これに法人税3万5，000円を加え
ると5万3，200円の所得税額となる。つまり，所得税率が53％の場合，事業
所得者と配当所得者の課税の公平が保たれるのである。この計算によれば，
所得税率が53％未満であれば株主に不利で個人事業所得者に有利となり，
53％を超えると逆に株主に有利で個人事業所得者に不利となる。（大蔵省財
政史資料室［1977a］，57‐58頁）
「この法人税の課税方式は，起こりうる二重配当の課税をごく大ざっぱに調
整しているにすぎない。」（石［2008］，68頁）のであって，法人擬制説によ
る法人と個人株主間の二重課税の調整が計算上整合性に疑問が残ることを示
している。
このように考えると，シャウプ勧告がアメリカをはじめとして採用されて
いない法人擬制説による法人・所得課税方式をあえて提案したのは，「現下
の日本経済の情勢に照らすと，事業活動を盛んならしめるということが，何
としても必要であるという見地に立つて勧告がなされた」（平田［1949a］，
15頁）という指摘もあながち的外れとはいえない。というのは，シャウプ勧
告では，所得税の累進課税税率の引き下げおよび富裕税の新設について，「純
所得税減税と純資産税導入の組合せは投資と企業家的努力に対する抑制要因
を減ずる効果があるものとして正当化された。」（Shoup［1987］，p．8，柴
田他訳［1988］，34頁）と考えられるからである。法人擬制説に関連して超
過所得税や清算所得税が廃止されたのも同じ理由であり，「事業界の健全な
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発達を期待するため，かような結論になった」（平田［1949］，15頁）とする。
次に，北野［2008］による法人擬制説に対する批判は，次に掲げる大法人
や高額所得者層に対する優遇措置，中小法人への課税強化になされる。⑴個
人株主段階での調整としての配当控除制度は，担税力の強い資産所得である
配当所得を不当に優遇するものである。⑵法人株主段階での調整措置として
の受取配当等益金不算入は，企業の株式支配や垂直的統合の推進に資するも
のである。これら⑴および⑵は，税法学の理論からいえば合理性に欠け，憲
法の応能負担原則・負担公平原則の趣旨に反する。⑶法人が配当をせず内部
留保した所得は課税の延期であり，この部分に利子負担として1％の課税を
行う。これは低所得者層に逆進的に作用する。さらに同族会社に対する利子
負担が6％と高率で，かつ35％の比例税率は中小法人にとって逆進的負担と
なる。この措置は，大法人を中心とする資本蓄積構造を端的に示している。
⑷清算所得に対する課税を廃止し，清算金の受領者に配当所得および譲渡所
得を課すべきという勧告は，法人軽課として機能する。⑸法人税は個人所得
税の前取りと考えるので，配当所得の源泉徴収の適用を廃止する。これによ
り，高額所得者層の所得把握を不十分なものにし，高額所得者の優遇として
機能する。⑹株式の譲渡益の全額課税の要請は法人の内部捕捉機構として法
人擬制説的論理構造において重要な位置づけとなっている。しかし，株価が
企業の内部留保を反映していると捉えるのはフィクションであり，株式の譲
渡所得を完全に把握することは困難である。このような問題を有するキャピ
タル・ゲインの全額課税やキャピタル・ロスの全額控除には，資本蓄積構造
を看取できる。⑺法人擬制説的論理構造から導き出される法人軽課の論理は，
地方税において法人には住民税を課さないという帰結をもたらす。（北野
［2008］，18‐19頁）
このように，法人擬制説は，「トータルに，巧妙に，法人，とりわけ『大
法人軽課の論理』，そして『高額所得者の軽課の論理』を具体化・正当化す
る」（北野［2008］，19頁）のである。
これらの見解は，シャウプ勧告について，内外の研究者がその基礎にある
租税理論，つまり租税理念から導き出された租税制度を非常に優れていると
高く評価しているという状況（石［2014］，46頁）とは相いれない見解であ
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る。ただ，シャウプ勧告自体の目的がそうであったのか，それとも結果的に
そうであったのか，目的がどうであれ結果がそうであれば，その租税理論自
体に欠陥があると考えるのか，どこにポイントを置くかによって論者によっ
て捉え方に相違がある。
7．シャウプ勧告における地方税制の評価および批判
竹前・中村監修／永廣顕解説・訳［1997］によれば，GHQ/SCAP のシャ
ウプ勧告の地方税制の特徴は，次のとおりである。
「1949年9月。シャウプ使節団は，4つの月的を達成するために地方税構造
の根本的改革を主張した。⑴地方税収総額を1949‐50会計年度の1500億円か
ら1950‐51会計年度には1900億円に拡張する，⑵地方税の分離を通じて市町
村の道府県附加税を削除する，⑶税の数を減らすが税率を引き上げる，⑷地
方悦をより生産的で単純なものとし，管理運営を簡単にするために，主要な
地方税，特に事業税，住民税，および固定資産税を根本的に修正する。これ
らの目的に基づいて，シャウプ使節団は地方税法を改正するために特別の勧
告を数多く提示した。」（竹前・中村監修／永廣解説・訳［1997］，52頁）
永廣は，シャウプ勧告の地方税制の提案に対して，「旧来の日本の地方税
財政制度を抜本的に改めようとして，新しい発想と詳細な構想にもとづくい
ろいろ優れた進歩的な諸改革案を提示したという意味において，日本の地方
財政の歴史において画期的な意義を持っていた」と評価しながら，「独占資
本復興のためのドッジ・ラインのもとで地方自治体の維持を図らなければな
らなかったために，その構想の中心はつねに資本蓄積の促進と税収入の増大
におかれていた。その結果，税制改革による住民の負担の変動については考
慮されておらず，新しい地方税体系は大衆課税的性格を強め，半民主的色彩
を濃くしていた」と批判する。加えて，「明治以来の日本の地方自治と地方
財政の特質を十分に認識せず，終戦後の諸改革の前進面と停滞面についても
正確に捉えきれていなかったために，戦後も温存された中央集権的機構の改
革に手を触れることがなかったという歴史的な限界を持っていたのであ
る。」（竹前・中村監修／永廣解説・訳［1997］，解説〈6〉－〈7〉頁）と
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も批判する。
しかし，永廣のいう「戦後も温存された中央集権的機構の改革に手を触れ
ることがなかったという歴史的な限界」をシャウプ勧告の責任に帰するのは，
筋違いであると考える。
それはともかく，日本租税研究協会第1回大会における「府県税（附加価
値税）部会」では，附加価値の把握および負担の点から強い反対論がみられ
る。その性格であるが，収益に対して課税すると考えれば収益税であり，物
が生産され販売される流通過程において課税されると考えれば流通税と考え
られる。後者によれば取引高税の変形と考えられる。付加価値税に対する反
論を取り上げると次のとおりである。
萩田保（地方自治庁財政部長）は，「附加価値のとり方というものから事
業に対する負担が，ある種の事業においては非常に重くなるところがある。
中小商工業等は非常に軽減され，基礎産業では負担が重くなる」（日本租税
研究協会編［1950］，122頁）と主張している。
金子佐一郎（十條製紙株式会社取締役）は，附加価値税を価格転嫁，負担
能力および補足の点から次のように批判する。
価格転嫁の点からみると，附加価値税は，価格に織り込まれて価格に転嫁
されて行くとすれば負担にならない。しかし，現在の日本のような赤字で原
価を割っている企業が多い状況で価格に転嫁して購買力がこれにともなうか
どうかを考えると価格転嫁はできない（日本租税研究協会編［1950］，126頁）。
負担能力の点からみると，「附加価値とは，国民所得を形成するところの
利益，利子，賃借料および支払給与である。利益のない会社の場合，課税主
体は支払給与であり，それが転嫁されないと労務費にかけられる。労務費を
よけいに支払えば払うほどよけいに負担することになる（日本租税研究協会
編［1950］，129頁）と指摘する。
捕捉の点では，「自治庁案のように差引計算の方式によりますと，課税の
標準になるべきところの附加価値そのものを捕捉する方法ということがなか
なか困難」（日本租税研究協会編［1950］，131頁）となる。また，附加価値
税が煩雑になりすぎると，「負担の公平を期するために，いろいろと調査を
しなければならなくなって，国税庁なみの制度を，都道府県に持つというこ
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とになれば，これにより地方財政が膨張して，その結果さらに附加価値税の
増徴となる」（日本租税研究協会編［1950］，132頁）可能性があると指摘し
ている。
経済界に不評である附加価値税について，長所と短所をあげると次のとお
りである。
井藤は，「売上高，取引高および附加価値のうち，営業活動のボリューム
をより正確に表現するのは，附加価値である」9とし，長所として次の3点
をあげる。
⑴ 売上高および取引高は，単に取引高だけをとり，原料代その他，他企業
より購入したものを控除しないので営業活動のボリュームを示さないが，附
加価値は控除するので営業活動のボリュームを示す。
⑵ 取引高税の場合，垂直的結合企業は別として重複課税となるが，附加価
値税は重複課税とはならない。
⑶ 附加価値の計算は簡単である。
以上から，「附加価値税の最大の長所の1つは，取引高の重大な欠陥たる
重複累積課税の回避にある。」（日本租税研究協会編［1950］，142‐143頁）と
評価する。
次に，附加価値税の短所は次のとおりである（日本租税研究協会編［1950］，
146‐147頁）。
⑴ あらゆる産業ないし企業に附加価値税をかけると付加価値の重複課税が
生じる。他方で課税上の脱漏が生じる。文字どおりに附加価値のすべてを押
えようとすると，いろいろな無理が生じて，租税原則からみて不合理，不公
平なことを招来する。
⑵ 附加価値の困難な産業，商工業以外がある。例えば，基礎産業である。
⑶ 付加価値の大きさは産業の種類によって大差があり，転嫁が経済力の差
により決まる。
9 井藤は，「シャウプ教授の意見は，わが国でも，営業帳簿がより完全であったら，附加
価値税よりむしろ小売売上税の採用を勧告されたのではないかと推測されるのでありま
す」（日本租税研究協会編［1950］，144頁）と述べている。Shoup［1969］は，「第2編
ミクロ財政学」「第2部 歳入」において小売売上税を取り上げている。
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このような短所があるとしても，井藤は「負担の公平のために必要な限り
はあまり気にする必要はない」（日本租税研究協会編［1950］，148頁）と主
張する。しかし，全体としては，附加価値税は不評で，シャウプ税制で導入
されるが，先延ばしされた挙句1953（昭和28）年に廃止される。
GHQ は，わが国の民主化政策の1つとして，地方自治体の自立のための
諸政策を講じたことは前述のとおりである。そのためには，自主財源の確保
が急務となる。シャウプ勧告では，固定資産税などを課税するなどして，結
果的に国税は減税，市町村税は増税となり，差し引き減税となる。それでも
税収の不足は免れず，地方財政強化のために平衡交付金（政府補助金）の制
度を勧告する。しかし，この勧告が「今日の『三割自治』といわれる地方自
治の弱点につながった」（竹前［1983］，183頁）10ともいわれている。
シャウプ勧告では，情報を収集し法令では厳密に律しきれない一定の事項
を決定するために地方財政委員会を設置し，既存の地方税審議会および地方
自治庁は地方の利益を十分に代表していないことから，国，都道府県，およ
び市町村間で特定の行政機能を割り当てるために地方行政組織臨時審議会が
設置されるべき（Shoup［1987］，p．15，柴田他訳［1988］，48頁）と勧告し
ている。
「市町村税（固定資産税）部会」における固定資産税課税は資産の再評価
とも関連する。資産の再評価についての議論は，次のとおりである。
8．シャウプ勧告における資産再評価の評価および批判
日本租税研究協会第1回大会における資産の再評価について，「資産再評
価部会」の議論を整理すると次のとおりである。
インフレは，減価償却をつうじた利益の算定や資産の再取得に大きな影響
をもたらす。これについて，加藤戒三（三菱重工業株式会社取締役）は，戦
10 これについて，竹前のＣ・ケーディス（元 GS 次長）へのインタビューがある。「私た
ち民生局は大蔵省が内務省の後釜に座り，地方財政をコントロースするのではないかと懸
念したのです。」「少なくともそれについてたいへん心配したことを覚えています。」（竹前
［2002］，135‐136頁。）
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後の200％を超えるインフレ下において，「再評価をやりまして統制物価に対
する標準を決めるというのはぜひ必要だったと思う。インフレの昴進時に固
定資産の再取得をして減価償却をもってこれに準ずることは必要であっ
た。」と減価償却費の計上による原価計算や固定資産の更新の観点から，資
産の再評価を肯定する。しかし，経済が安定し「自由競争時代になると一様
な原価を出す必要はない。したがって，再評価は必要ない。むしろ取得の問
題が生じたら新しい資本をもってそれを購入すればよい。」とする。また，「利
益が上がっていない状況で，勧告案に基づくような再評価によりまして課税
をうけ，又それを減価償却に織り込んでやっていけるところはほとんどな
い。」（日本租税研究協会編［1950］，198‐200頁）と資産再評価税には否定的
である。
有元憲（東洋紡績株式会社取締役）は，「再評価の本来の目的はもとより
企業が貨幣価値の変動に応じる適正な減価償却を行い，これにより生産設備
に維持改善をなすことを可能ならしめる。企業の収益見込は当面至って悪く
なりまして，適正償却を十分なしえないこともありましょうが，機会あるご
とに，その線までの償却が可能となるように，再評価額が決定されるべきで
ある。」（日本租税研究協会編［1950］，204頁）と設備の維持・更新の観点か
ら資産の再評価を主張している。
なお，再評価した場合に課税が問題となるが，これについては，「再評価
が行われたということだけではキャピタル・ゲインは実現していない」ので
あるから，「平穏無事な時代はいざ知らず，今日の現況においては適切では
ない」（日本租税研究協会編［1950］，204頁）と資産再評価税には異議を唱
える。
学界では，黒澤清（横浜大学教授）が「市町村税（固定資産税）部会」と
「再評価部会」で報告を行っている。会計学の立場から，資産の評価益が損
益取引なのか資本取引なのか，株式プレミアム問題について論じている。な
お，「税法および税務部会」の議論は，申告納税制度にかかわる問題である
が別稿において論じるので本稿では取り上げない。
資産の再評価については，資本蓄積の観点から，⑴6％の税率は大法人お
よび高額所得者層のインフレ利得に対するはなはだしい軽課であり，再評価
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差額の資本化は課税の除外となり，⑵再評価額を基礎に減価償却を行うと償
却費が増大し内部利益が増大することになる（北野［2008］，19頁）との指
摘がある。
さらに，林［1958］は「企業資産再評価→減価償却費の増大→利益の減少
という操作と再評価益の特別資本金勘定への積立という操作は相俟って企業
利益率の低下を表示することになり，企業利潤の税・賃金・配当として流出
する額を削減し，企業蓄積を増大する」（林［1958］，210頁）と批判する。
9．シャウプ勧告の崩壊と現代的意義
シャウプ勧告がほぼそのまま導入されたシャウプ税制は，翌年から崩壊の
道を歩き始める。そのはじまりは，シャウプ税制自体にあり，それは資産の
再評価が任意となったことである。これは，経済界の猛烈な反対11によるも
ので，「すべての税に通ずるタックス・ベースに関わる根本条件がはじめか
ら崩れていたことを意味する」（林［1999］，23頁）のである。その後，預金
利子課税の源泉選択制，法人積立金課税廃止，所得税率の変更，富裕税の廃
止，法人税率の切り上げ，配当所得の源泉分離課税の復活，有価証券譲渡所
得課税の廃止，利子所得の源泉分離課税（10％），各種租税特別措置の新設，
附加価値税実施の延期の後廃止などにより，包括的所得税，法人擬制説，応
能原則的公平などが崩れ，地方税制では地方財政委員会が2年で廃止されて
地方財政審議会へ変更，自治庁の設置などによりシャウプ勧告はなし崩しに
骨抜きとなった（林［1999］，23‐24頁）。
シャウプ税制が「実施後わずか2～3年で税制の核心部分が解体されてし
まったということは，はじめからそれが当時の日本に適応ないし無理だった
11 塩崎の証言によれば，「これは当時の経済界の反対で，ずいぶん私たちも話し合ってみ
たが，強制は無理だということでした。当時はまだヤミ経済が大きな比重をもっていて，
かつ利益の少ないときでしたから，資産再評価が強制されて，高い帳簿価格ができたら償
却ができない企業がたくさん出てくる。とくに大企業ほど，古い資産をたくさんもってい
た。すると信用が落ちるから，再評価の『強制』はやめてくれという声が大変強かった。
それで私は法案段階で『任意』にして，司令部にもっていった」（塩崎・北野（対談）［2005］，
78頁）ということである。
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ことを意味するのであって，はじめはよかったのに，時とともにまずくなっ
ていったということではない。」（林［1999］，24頁）のである。
林［1974］によって，シャウプ税制の崩壊について総括をすると次のよう
になる。
「シャウプ勧告は，戦後日本の租税体系の原点に位置している。それは，
戦前・戦時にしだいに形成されてきた日本自身の税制の発展という面をもっ
ていないわけではないが，むしろその税制に対するシャウプ氏の批判から生
まれてきた面のほうがはるかに強い。かと思うと，一方ではアメリカでも実
行されていないような制度がかなり採り入れられている。そ
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（傍点－山下）。運命というのは，ここ
では短命の謂いである。すなわち，勧告にもとづいて日本政府が新たにつくっ
た1950（昭和25）年度の税制は，当初から必ずしも全面的には勧告を採り入
れていなかったのであるが，朝鮮戦争というような予想外の出来ない影響も
あって，翌年からははっきりと勧告の線は崩れはじめ，昭和20年代末にはほ
ぼ完全に崩壊してしまったのである。」（林［1974］，205頁）。
シャウプ使節団は，占領下の間接統治下にあったわが国において，GHQ
の民主化政策の一環として経済の自立のためにマッカーサーに依頼されて勧
告を行った。その基礎にある租税理論の是非はともかく，日本租税研究協会
第1回大会での議論をつうじてわかるように当時の経済界においてシャウプ
勧告の租税理論もしくは勧告の内容は受け入れ難いものであった。しかし，
間接統治下にあったわが国では GHQ の威光は絶対的なものであり，部分的
修正は可能であっても，基本的に受け入れざるを得なかった。シャウプ勧告
の場合は，前述のように指令ではなくマッカーサーの吉田首相宛書簡により
要請され，吉田首相のマッカーサー宛書簡によって受け入れを表明すること
になる。したがって，サンフランシスコ講和条約の後に独立を回復するとな
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し崩しになっていくのである。
このように考えると，井手［1955］，加藤［1964］，和田［1970］および北
野［2008］が主張するように，シャウプ勧告がわが国の経済の活性化のため
に資本蓄積を目的としており，これがその後のわが国の税制改革に継承され
ていったという主張には無理がある。ただ，そのことにより，不当に一般大
衆や中小法人の税負担が過重になることがあってはならないことはいうまで
もない。これは，シャウプ勧告が目指した負担の公平とは相いれないと考え
るからである。
シャウプ勧告は，民主化や地方自治を犠牲にした経済復興，つまり負担の
公平を犠牲にした積極的な資本蓄積政策ではなく，負担の公平をはかる中で
日本政府が強く要望していた勤労意欲および企業意欲および資本蓄積の妨げ
となっている要因を除去することにあった（吉岡他［1978］，21頁）と考え
る方が筋はとおる。シャウプ勧告の目的は資本蓄積とする平田［1949c］も
この見解にくみすると考えられる。
そこで，現在のわが国の税制改革の状況を勘案するならば，次のようなシャ
ウプ勧告の評価も検討に値するであろう。
「シャウプ勧告の基本的精神は，課税の公平を何より重視し，かつ中立，
簡素を目標にしたものであった。したがって，現行税制のひずみとして指摘
されている不公平，複雑な税体系を，シャウプ勧告の精神を生かして再構築
すべき時であろう。」「シャウプ勧告から半世紀以上の歳月が経過した現在，
日本の社会経済的状況は勧告時とは大きく変化している。したがってシャウ
プ税制を再現することは不可能であるが，現在の税制改革論に勧告の精神を
どの程度生かせるかという点に焦点がある。」（高橋（利）［2006］，2頁）
金子［2010］は，「20世紀前半の租税理論を制度論に翻訳し体系化した労
作として，租税理論および租税制度の歴史上で，金字塔と呼ぶにふさわしい
きわめて重要な位置を占めている。」（金子［2010］，216頁）とその存在意義
を強調する。なぜなら，「シャウプ勧告が公表されてから，半世紀が経過し
たが……各種の状況の変化にも拘らず，それは現在もなおその輝きを保ち続
けており，21世紀においても引照され続けるであろうと思われる。それは何
故であろうかと問われれば，『シャウプ勧告は理論と哲学があったからだ。』
シャウプ勧告における租税体系の評価および批判
―53―
と答えるほかはない。」（金子［2000］，33頁）からである
税制は，経済活動のファンダメンタルズというべきで，時代，社会経済情
勢の変化の中で，それに合わせて変化して行かざるを得ないという宿命を
負っている。金融技術革新が進んでグローバルな金融取引が活発に行われる
ようになると，金融所得に対する課税のあり方については，時代の変化に対
応した現実的な税制を模索して行く必要がある。このことは，決してシャウ
プ税制の意義を減じることにはつながらない。税制の基本原則である，公平，
中立，簡素のもつ意味合いが，時代時代で異なるのである。（茂森［2000］，
51頁）
10．おわりに
シャウプ勧告は，GHQ によるわが国の民主化政策の推進の一環として，
旧来の国家による恣意的な徴税制度を改め，税制改革の根幹である負担の公
平性と中立性を唱え，間接税中心から直接税中心の税収への転換．税務行政
の改善，地方自治体財政の独立および申告納税制度や青色申告制度の導入を
勧告した。
シャウプ税制については，当時の日本の経済状況を勘案するとシャウプ勧
告をそのままと日本に適用することは困難であるという経済界や官界などの
主張にかかわらず，GHQ による間接統治下で一部の例外を除き，シャウプ
勧告の骨格はほぼそのまま反映されることになった。つまり，当時の日本が
GHQ の間接統治下にあり，日本側がその導入反対を強く主張しても，GHQ
の方針に逆らえなかったという状況を看過してはならない。このことがサン
フランシスコ講和条約以後，GHQ の占領政策が終了し日本が独立を回復す
ると，シャウプ税制はなし崩しにその理念が骨抜きにされ崩壊していく要因
となる。
これを捉えてシャウプ税制は理念に走り過ぎていたとの見解，ショウプ勧
告自体が資本蓄積を目的としたもので，シャウプ税制以後のわが国の税制改
革に継承されているとの見解がある。しかし，これらの見解は，一面的な見
方であり，ショウプ勧告の評価を正しく捉えているとはいえない。
佐賀大学経済論集 第47巻第3号
―54―
シャウプ税制は，負担の公平を掲げ直接税中心の税制を展開しているが，
具体的な課税の計算過程においては，法人税率や配当所得税額控除などの法
人税と所得税の整合性，直接税と間接税の調整について政策の関与の可能性
を残しており，負担の公平が厳密に達成されるということに対しては困難を
ともなっていることは否定できない。しかし，それを理由にシャウプ勧告の
基本理念が間違いであると決めつけることはできないであろう。だからと
いって，金科玉条のようにシャウプ勧告の基本理念や租税制度をいつまでも
振りかざしていても税制の進歩はない。
シャウプ勧告の公表当時は国内の税制改革をいかに行うかであったが，グ
ローバル化の時代には企業間の国際競争を優位に進めるために他国の税制を
横目でみながら税制改革を行う必要がある。また，高齢者社会において増大
する社会保障費などの財源確保をいかに行うかという財政上の問題もある。
これらを踏まえ，シャウプ勧告が唱えた負担の公平の「公平」の意味，負
担の公平は直接税中心の累進的総合課税によってのみ達成されるのか，法人
擬制説による課税体系は「合理性」があるのかなどの再検証を行うことが今
後の筆者の課題である。
（本稿では，原則として旧漢字は新漢字，数値は算用数字にて表記してい
る。）
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